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セクション１セクション１ ：： 第第44期（平成期（平成1717年年99月期）決算内容月期）決算内容
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決算ハイライト（その決算ハイライト（その11））

決算期：3月、9月

IPO時（平成15年9月）

1口当たり公募価格：510,000円

第1回PO時（平成16年10月）

1口当たり公募価格：810,460円

第3期は近鉄大森ビル売却益836百万円

を計上

第3期（平成17年3月29日）取得の銀座

ファーストビルの運用収支が通期で寄与

183
4

15,170

1,158

15,169

1,158

1,159

1,350

2,688

613,623

76,400

46,880

33,746
（26,890）

80,627

第4期
（H17.9）

第1期
（H16.3）

日
物件

円

百万円

円

百万円

百万円

百万円

百万円

円

口

百万円

百万円
百万円

百万円

18,12418,75921,6931口当たり分配金

48,231
（41,500）

47,390
（40,500）

33,854
（26,890）

期末負債額合計
（うち有利子負債額）

第2期
（H16.9）

第3期
（H17.3）

8779071,657分配金総額

18,12418,75921,6931口当たり当期純利益（注1）

分配金

8799081,658経常利益

8779071,657当期純利益

（実質）188
4

183
4

182
4

運用日数 （注2）
物件数 （注3）

1,1761,1941,894営業利益

2,2432,5343,117営業収益

損益

510,338510,974620,1461口当たり純資産額

48,40048,40076,400発行済投資口数

24,70024,73147,379期末純資産額

72,93172,12181,233期末総資産額

資産・負債・資本

(注1)  当期純利益を発行済投資口数で除した金額です。
(注2)  大手町ファーストスクエアは、平成15年12月25日に取得したため、第1期の当該物件の保有・運用日数は98日です。

銀座ファーストビルは、平成17年3月29日に取得したため、第3期の当該物件の保有・運用日数は3日です。
(注3)  第1期、第2期の保有4物件：大手町ファーストスクエア、スフィアタワー天王洲、近鉄新名古屋ビル、近鉄大森ビル

第3期、第4期の保有4物件：大手町ファーストスクエア、スフィアタワー天王洲、近鉄新名古屋ビル、銀座ファーストビル
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決算ハイライト（その決算ハイライト（その22））

1,070 円

（＋7.6 %）

1,069円

（＋7.6 %）

─

80百万円

（＋ 7.5%）

81百万円

（＋ 7.5%）

70百万円

（＋ 5.5%）

15百万円

（＋ 0.6 %）

差異

(A)-(B)

14,100円

14,100円

76,400口

1,078百万円

1,078百万円

1,280百万円

2,673百万円

予想

(B)

15,170円1口当たり分配金

1,158百万円当期純利益

15,169円

76,400口

1,159百万円

1,350百万円

2,688百万円

実績

(A)
項目

１口当たり当期純利益

(注）

発行済投資口数

経常利益

営業利益

営業収益 営業収益

リーシング活動が好調であったことにより予想比
15百万円増加

営業利益

修繕費等の費用の抑制により、予想比70百万円
増加

当期純利益

営業利益の増加に加え、 支払利息が予想を下
回ったこと等により、予想比80百万円増加

１口当たり分配金
当期純利益の増加に伴い、予想比1,070円増加

第4期（平成17年9月期）決算の実績と予想の対比

（注）当期純利益を発行済投資口数で除した金額です。
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決算詳細決算詳細 貸借対照表貸借対照表

(注1)  うちテナントから預かっている敷金保証金対応信託預金
当期（第4期） ：6,137,625千円 前期（第3期）：6,109,886千円

(注2)  当期（第4期）において不動産の売却はありません。
(注3)  4物件（大手町ファーストスクエア、銀座ファーストビル、スフィアタワー天王洲、近鉄新名古屋ビル）

(1)資産の部 (2)負債および出資の部 （単位：千円）

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 前期比(％)

負債の部

Ⅰ流動負債

　営業未払金 68,924 125,522 △ 56,598

　未払金 10,000 70,510 △ 60,510

  未払費用 95,095 116,796 △ 21,701

　未払法人税等 754 1,297 △ 543

　未払消費税等 45,943 ─ 45,943

　前受金 449,910 440,881 9,029

  預り金 39,119 12,297 26,821

　未払分配金 9,013 5,403 3,609

　仮受金 31 81,755 △ 81,723

流動負債合計 718,790 0.8 854,463 1.0 △ 135,672 △ 15.9

Ⅱ固定負債

　長期借入金 26,890,000 26,890,000 ─

　信託預り敷金保証金 6,137,625 6,109,886 27,739

固定負債合計 33,027,625 40.9 32,999,886 40.6 27,739 0.1

負債合計 33,746,416 41.8 33,854,349 41.6 △ 107,932 △ 0.3

出資の部

Ⅰ出資総額

　　出資総額 45,721,832 56.7 45,721,832 56.2 ─ 0.0

Ⅱ剰余金

　　当期未処分利益 1,158,989 1,657,364 △ 498,375

剰余金合計 1,158,989 1.4 1,657,364 2.0 △ 498,375 △ 30.1

出資合計 46,880,821 58.1 47,379,196 58.3 △ 498,375 △ 1.1

負債・出資合計 80,627,237 100.0 81,233,545 100.0 △ 606,308 △ 0.7

増減前期（第3期）

(平成17年3月31日現在）

当期（第4期）

（平成17年9月30日現在）

期　別

科　目

※ 短期借入金はありません。

（単位：千円）

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 前期比(％)

資産の部

Ⅰ流動資産

　現金及び預金 2,836,078 3,112,272 △ 276,193

  信託現金及び信託預金 （注1) 7,499,314 7,424,209 75,105

  営業未収入金 24,124 11,375 12,749

　前払費用 41,464 19,518 21,945

　未収消費税等 ─ 3,938 △ 3,938

　繰延税金資産 301 525 △ 223

　立替金 373 194 178

　仮払金 10,052 94 9,957

流動資産合計 10,411,710 12.9 10,572,129 13.0 △ 160,418 △ 1.5

Ⅱ固定資産（注2）

1.有形固定資産(注3）

　信託建物 25,406,969 25,841,518 △ 434,549

　信託構築物 124,348 127,017 △ 2,668

　信託機械及び装置 182,913 198,305 △ 15,391

　信託工具器具及び備品 21,981 16,197 5,783

　信託土地 44,143,571 44,113,043 30,527

有形固定資産合計 69,879,784 86.6 70,296,082 86.5 △ 416,298 △ 0.6

2.無形固定資産

　信託借地権 118,358 118,358 ─

　その他の無形固定資産 2,726 3,055 △ 328

　信託その他の無形固定資産 8,143 8,441 △ 297

　　　　　無形固定資産合計 129,228 0.1 129,855 0.1 △ 626 △ 0.5

3.投資その他の資産

　長期前払費用 163,735 186,216 △ 22,481

　長期前払消費税等 885 989 △ 104

　差入預託保証金 10,000 10,000 ─

投資その他の資産合計 174,620 0.2 197,206 0.2 △ 22,586 △ 11.5

固定資産合計 70,183,634 87.0 70,623,144 86.9 △ 439,510 △ 0.6

Ⅲ繰延資産

   創業費 31,893 38,271 △ 6,378

              繰延資産合計 31,893 0.0 38,271 0.0 △ 6,378 △ 16.7

資 産 合 計 80,627,237 100.0 81,233,545 100.0 △ 606,308 △ 0.7

増減前期（第3期）

(平成17年3月31日現在）

当期（第4期）

(平成17年9月30日現在）

期　別

科　目
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決算詳細決算詳細 損益計算書損益計算書

（注1） 4物件（大手町ファーストスクエア、スフィアタワー天王洲、近鉄新名古屋ビル、銀座ファーストビル（平成17年3月29日取得））の運用

（注2） 平成16年10月1日付近鉄大森ビル売却による売却益

（注3） うち減価償却費 当期（第4期）：520百万円、前期（第3期）：457百万円

（単位：千円）

百分比(％) 百分比(％) 前期比(％)

 1.営業収益（注1） 2,688,285 100.0 3,117,066 100.0 △ 428,780 △ 13.8

　賃貸事業収入 2,687,919 2,280,415 407,504

　その他の賃貸事業収入 366 331 34

　不動産等売却益(注2） ─ 836,319 △ 836,319

 2.営業費用 1,337,541 49.7 1,222,661 39.2 114,880 9.4

　賃貸事業費用（注3) 1,059,650 929,694 129,956

　資産運用報酬 182,900 195,463 △ 12,563

　役員報酬 10,638 8,448 2,190

　資産保管委託報酬 19,800 17,850 1,950

　一般事務委託報酬 42,759 41,019 1,740

　会計監査人報酬 5,200 4,800 400

　その他の営業費用 16,592 25,385 △ 8,793

　営業利益 1,350,743 50.2 1,894,404 60.7 △ 543,660 △ 28.7

1.営業外収益 40 0.0 24 0.0 15 65.0

　受取利息 15 24 △ 8

　その他の営業外収益 24 ─ 24

2.営業外費用 190,827 7.0 236,068 7.5 △ 45,240 △ 19.2

　支払利息 156,563 100,367 56,195

　新投資口発行費 ─ 40,048 △ 40,048

　創業費償却 6,378 6,378 ─

　融資手数料 5,299 4,888 410

　借入金期限前返済費用 ─ 60,074 △ 60,074

　その他の営業外費用 22,586 24,310 △ 1,724

  経常利益 1,159,956 43.1 1,658,360 53.2 △ 498,403 △ 30.1

  税引前当期純利益 1,159,956 43.1 1,658,360 53.2 △ 498,403 △ 30.1

  法人税、住民税及び事業税 762 0.0 1,307 0.0 △ 544 △ 41.7

  法人税等調整額 223 △ 303 527

  当期純利益 1,158,970 43.1 1,657,356 53.1 △ 498,385 △ 30.1

　前期繰越利益 19 8 10

  当期未処分利益 1,158,989 1,657,364 △ 498,375

増減

金    額

前期（第3期）

金    額

当期（第4期）

金    額

期　別

科　目
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決算詳細決算詳細 金銭の分配に関する計算書金銭の分配に関する計算書

日

円

円

口

千円

千円

千円

182

21,693

21,693

76,400

19

1,657,345

1,657,364

前期(第3期）

183

15,170

15,170

76,400

1

1,158,988

1,158,989

当期(第4期）

日⑦実質運用日数

円⑥=②/④1口当たり分配金

円⑤=①/④1口当たり当期未処分利益

口④発行済投資口数

千円③=①-②次期繰越利益

千円②分配金総額

千円①当期未処分利益

運用成績
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決算詳細決算詳細 キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）
当期（第4期） 前期（第3期）

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 1,159,956 1,658,360
減価償却費 520,033 457,017
その他 △ 15,350 4,766,012

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,664,639 6,881,390
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
信託有形固定資産の取得による支出 △ 239,725 △ 12,703,801
信託無形固定資産の取得による支出 △ 6 △ 1,284
信託預り敷金保証金の収入 135,452 391,732
信託預り敷金保証金の支出 △ 107,713 △ 510,584
信託預り敷金保証金対応信託預金の払戻による収入 107,713 510,584
信託預り敷金保証金対応信託預金の預入による支出 △ 135,452 △ 391,732

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 239,731 △ 12,705,085
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の返済による支出 ─ △ 22,500,000
長期借入金の借入による収入 ─ 11,500,000
長期借入金の返済による支出 ─ △ 2,610,000
投資口の発行による収入 ─ 21,898,632
分配金の支払額 △ 1,653,735 △ 907,303

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,653,735 7,381,328
Ⅳ現金及び現金同等物の増加・減少額 △ 228,827 1,557,633
Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 4,426,595 2,868,961
Ⅵ現金及び現金同等物の期末残高 4,197,767 4,426,595

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
(単位：千円）

当期（第4期） 前期（第3期） 増減
　現金及び預金 2,836,078 3,112,272 △ 276,193
　信託現金及び信託預金 7,499,314 7,424,209 75,105
　信託預り敷金保証金対応信託預金（注） △ 6,137,625 △ 6,109,886 △ 27,739
　現金及び現金同等物 4,197,767 4,426,595 △ 228,827

　（注）テナントから預っている敷金保証金でありテナント退去時にテナントに返却するため信託預金に積み立てています。
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決算詳細決算詳細 財務指標財務指標

計算式（注1）

J÷K

C＋I

A＋I

H÷E

G÷E

C÷{（F＋G）÷2}×100

B÷{（D＋E）÷2} ×100

21,976

1,679

2,148

33.3

58.1

（4.9）

2.4

（2.8）

1.4

第4期
(注2）

第1期
(注2)

円

百万円

百万円

％

％

％

％

％

％

27,675

2,114

1,808

33.1

58.3

（9.2）

4.5

（4.3）

2.1

第3期
(注2）

28,58729,656⑨ 1口当たりFFO

1,3831,435⑧ FFO(Funds from Operation)

1,9181,971⑦ NOI（Net Operating Income)

56.956.1⑥ 期末総資産有利子負債比率（LTV)

33.834.2⑤ 期末自己資本比率

（7.0）（7.3）④ （年換算）

3.63.6③ 純資産当期純利益率

（2.8）（2.4）② (年換算）

1.41.2① 総資産経常利益率

第2期
(注2)

項目

(注1）参照数値 (注2）単位未満の数値を切り捨てて表示しております。

（※）第1期の期首総資産及び期首純資産の額は、本投資法人の実質的な運用開始日（平成15年9月26日）の総資産額及び

純資産額を使用しております。

A　賃貸事業損益 百万円 1,628 1,351 1,443 1,412

B　経常利益 百万円 1,159 1,658 908 879

C　当期純利益 百万円 1,158 1,657 907 877

D　期首総資産 (※) 百万円 81,233 72,121 72,931 46,835

E　期末総資産 百万円 80,627 81,233 72,121 72,931

F　期首純資産 (※) 百万円 47,379 24,731 24,700 23,816

G　期末純資産 百万円 46,880 47,379 24,731 24,700

H　期末有利子負債 百万円 26,890 26,890 40,500 41,500

Ｉ　減価償却費 百万円 520 457 527 506

J   FFO 百万円 1,679 2,114 1,435 1,383

K　発行済投資口数 口 76,400 76,400 48,400 48,400

第1期
期

項目
第4期 第3期 第2期
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80%

90%

100%

110%

120%

130%

140%

150%

160%

170%

180%

190%

200%

210%

220%

9/25 11/5 12/15 1/28 3/8 4/14 5/27 7/5 8/12 9/21 11/1 12/10 1/24 3/3 4/12 5/25 7/1 8/10 9/16 10/28

東証REIT指数

東証不動産業ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾜﾝ不動産投資法人

投資口追加発行

(H16.10.27払込)

平成17年平成16年平成15年

（注1） グラフを作成する際に用いた投資口価格は終値ベースです。

（注2） 平成15年9月25日（上場日）の終値を100％としております。

ただし、グローバル・ワン不動産投資法人の投資口価格指数のみ上場時公募価格510,000円を100％として算出しております。

決算詳細決算詳細 投資口価格の相対推移（期間：平成投資口価格の相対推移（期間：平成1515年年99月月2525日～平成日～平成1717年年1010月月3131日）日）

PO価格
810,460円

IPO価格
510,000円
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決算詳細決算詳細 投資主の分布状況投資主の分布状況

8,473人
(95.36%)

5,275人
(95.87%)

5,546人
(96.05%)

7,289人
(95.11%)

177人
(1.99%)

87人
(1.58%)

87人
(1.50%)

163人
(2.12%)

208人
(2.34%)

129人
(2.34%)

130人
(2.25%)

176人
(2.29%)

27人
(0.30%)

11人
(0.19%)

11人
(0.19%)

35人
(0.45%)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

第1期 第2期 第3期 第4期

外国法人・個人

その他の国内法人

金融機関（証券会社含む）

個人・その他

（注）構成比（%）は、小数点第2位未満を切捨てて表示しております。

14,934口
(30.85%)

16,391口
(33.86%)

21,911口
(28.67%)

18,022口
(23.58%)

48,582口
(63.58%)

28,809口
(59.52%)

26,815口
(55.40%)

50,910口
(66.63%)

4,075口
(8.41%)

3,843口
(7.94%)

4,673口
(6.11%)

4,324口
(5.65%)

1,234口
(1.61%)

814口
(1.68%)

1,119口
(2.31%)

3,144口
(4.11%)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

第1期 第2期 第3期 第4期

外国法人・個人

その他の国内法人

金融機関（証券会社含む）

個人・その他

（人）
（口）

5,502人 8,885人 7,663人 48,400口 76,400口 76,400口

所有者別投資主数 所有者別投資口数

5,774人 48,400口
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決算詳細決算詳細 上位投資主一覧（第上位投資主一覧（第44期末現在）期末現在）

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

1.431,097株式会社広島銀行

31.8724,355合 計

1.681,289株式会社あおぞら銀行

1.761,345株式会社中国銀行

1.921,473ジブラルタ生命保険株式会社一般勘定その他口

2.832,163日興シティ信託銀行株式会社投信口

3.142,400株式会社愛知銀行

3.712,838日本マスタートラスト信託銀行株式会社信託口

3.983,043資産管理サービス信託銀行株式会社証券投資信託口

4.173,186株式会社池田銀行

7.225,521日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社信託口

発行済投資口数に対す
る所有投資口数の割合

（％）（注）

所有投資口数
（口）

氏名又は名称

（注）発行済投資口数に対する所有投資口数の割合は、小数点第2位未満を切捨てて表示しております。
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セクションセクション22 ：： 運用実績および運用戦略運用実績および運用戦略
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第第44期運用実績期運用実績
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第第44期運用実績とトピックス（平成期運用実績とトピックス（平成1717年年44月以降）月以降）

ＴＫ南青山ビル契約締結（8月31日） → 取得完了（10月21日）

ポートフォリオ全体稼働率100％達成・・・目標条件との両立

＜銀座ファーストビル＞

拙速な誘致を避け、資産価値視点での条件設定・選別の結果、ビル実力に見合う条件でフロア一括テナントを誘致

＜近鉄新名古屋ビル＞

需給状況の分析に基づく賃貸条件設定、後追いとなりやすい仲介会社等の相場認識を新たにする成約実績の創出

近鉄新名古屋ビル・・・戦略的再投資の実施により価値向上の好循環へ

【Step 1】 （平成17年3月期）

≪安全、安心≫ＩＣカードセキュリティシステムの導入、監視用カメラ増設、警備員強化、喫煙室の新設

【Step 2】 （平成17年9月期）

≪快適≫基準階共用部（ＥＬＶホール、廊下、ＷＣ、湯沸室）のグレードアップ、サイン・照明等トータルデザイン

テナント満足度の向上 → 増床要望・内覧の増加 → 交渉環境の好転→ 目標条件での成約実績→賃料改定指標の向上

スフィアタワー天王洲・・・マスターリースから直接契約・運営切り替えを基本方針に準備、対応

承継契約などの精査

管理運営現状の把握、分析

新運営体制の検証、選定・立ち上げ準備
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ポートフォリオ状況ポートフォリオ状況
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ポートフォリオ（平成ポートフォリオ（平成1717年年99月末現在）月末現在）

近い： 利便性の高い立地

最寄駅から徒歩5分以内

新しい： 築年数が浅い

平均築年数 12.0年

優れた耐震性能
ポートフォリオPML： 3.2％

大きい： 大型のオフィスビル

平均投資額： 176億円
平均賃貸可能面積： 15,302㎡

ポートフォリオポートフォリオ

大手町ファースト
スクエア

スフィアタワー
天王洲

近鉄新名古屋ビル銀座ファーストビル

「近」 「新」 「大」特徴特徴

戦略戦略 マーケットにおける優位性、中長期的競争力
の高い物件への投資
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最寄駅から徒歩最寄駅から徒歩55分以内分以内

ポートフォリオの特徴ポートフォリオの特徴 ((そのその11））

近鉄新名古屋ビル

銀座ファーストビル

スフィアタワー天王洲

大手町ファーストスクエア
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3.0

6.9

4.9
3.2 3.2

0.0

5.0
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20.0

25.0

大手町 銀座 天王洲 名古屋 ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ平均

ポートフォリオの特徴ポートフォリオの特徴 （その（その22））

天王洲

大森

名古屋 普通契約

安定的な
賃貸契約

ポートフォリオ平均の築年数： 12.0年（平成17年9月末現在）

ポートフォリオ全体のPML値： 3.2％

築年数、PML値共に優れた耐震性能を示すポートフォリオ

（注）ポートフォリオ平均の数値は、総賃貸可能面積により加重平均して算出

小数点第2位を四捨五入して表示

（注）応用アール・エム・エス株式会社の地震リスク分析報告による

13.7

7.2

12.5 12.6 12.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

大手町 銀座 天王洲 名古屋 ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ平均

築年数

（％）（年）

PML値
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期末物件価額一覧期末物件価額一覧

77,200

20,300

20,600

12,500

23,800

第4期末
評価額

(百万円)
(注1)

59,800

17,300

19,000

─

23,500

第2期末
評価額

(百万円)
(注1)

59,300

17,000

18,800

─

23,500

第1期末
評価額

(百万円)
(注1)

最終還元
利回り(％)
(注2)
(注3)

割引率
(％)
(注2)
(注3)

5.14.65.473,30071,80070,711ポートフォリオ全体

5.85.05.318,30017,00016,852近鉄新名古屋ビル

5.34.86.219,00018,80018,082スフィアタワー天王洲

5.04.74.812,50012,50012,282銀座ファーストビル

4.53.95.123,50023,50023,495大手町ファーストスクエア

ＤＣＦ法直接還元法
還元利回り
(％)
(注2)
(注3)

第3期末
評価額

(百万円)
(注1)

取得時
鑑定
評価額
(百万円)
(注1)

取得
価額

(百万円)

物件名

（注1） 取得時鑑定評価額及び各期末評価額は財団法人日本不動産研究所によるものです。
ただし、銀座ファーストビルは大和不動産鑑定株式会社による取得時鑑定評価額及び期末評価額を記載しております。

（注2） 利回りは全て第4期末評価額算出に用いられたものを表示しております。
（注3） ポートフォリオ全体の利回りは第4期末評価額ベースでの加重平均値です。小数点第2位を四捨五入して表示しております。

最終還元利回り
(％) (注2)

割引率
(％) (注2)

4.43.84.135,04035,000TK南青山ビル

ＤＣＦ法直接還元法
還元利回り
(％) (注2)

取得時鑑定
評価額

(百万円) (注1)

取得価額
(百万円)

物件名

＜ご参考＞

（注1） 株式会社中央不動産鑑定所による平成17年7月31日時点のものです。
（注2） 取得時鑑定評価額算出に用いられたものを表示しております。
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70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

4月末
平成16年

5月末 6月末 7月末 8月末 9月末 10月末 11月末 12月末 1月末
平成17年

2月末 3月末 4月末 5月末 6月末 7月末 8月末 9月末

ポート全体 大手町 銀座 天王洲 名古屋

稼働率の推移稼働率の推移

ポートフォリオ全体（4物件）稼働率：100.0%（平成17年9月末現在）

100.0%近鉄新名古屋ビル

100.0%ポートフォリオ全体

100.0%スフィアタワー天王洲

100.0%銀座ファーストビル

100.0%大手町ファーストスクエア

（平成17年9月末現在）

（注）稼働率は小数点第2位を四捨五入して表示しております。
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（注1）総賃貸面積に占める賃貸面積の割合は小数点第2位を四捨五入して表示しております。
（注2）スフィアタワー天王洲については、三菱商事株式会社に対してマスターリースを行っており、三菱商事株式会社から第三者（エンドテナント）に対して転貸

しております。

上位テナント（平成上位テナント（平成1717年年99月末現在）月末現在）

2.41,495.08近鉄新名古屋ビル不動産業積和不動産中部株式会社7

2.41,490.45近鉄新名古屋ビル製造業オムロン株式会社8

10

9

6

5

4

3

2

1

2.21,325.56近鉄新名古屋ビルサービス業株式会社ニチイ学館

2.21,373.90銀座ファーストビル飲食店、宿泊業株式会社ラムラ

2.51,533.99銀座ファーストビルサービス業創英国際特許法律事務所

2.51,546.61近鉄新名古屋ビル金融・保険業株式会社あおぞら銀行

3.72,234.60近鉄新名古屋ビル情報通信業株式会社豊通シスコム

5.03,056.88銀座ファーストビル金融・保険業明治安田生命保険相互会社

12.27,447.15大手町ファーストスクエア製造業三菱マテリアル株式会社

43.526,632.74スフィアタワー天王洲卸売・小売業三菱商事株式会社(注2）

総賃貸面積に占める

賃貸面積の割合（％）

（注1）

賃貸面積（㎡）物件名称業種名テナントの名称
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運用戦略運用戦略
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資産の取得＜資産の取得＜TKTK南青山ビル＞南青山ビル＞

◆青山地区のポテンシャルの高さ

◆築2年の大型ビル、優れた交通利便性

（地下鉄「青山一丁目」徒歩2分）

◆ポートフォリオ指標の向上、特徴（「近」「新」「大」）の

明確化

取得の理由（6）

有限会社グランビル取得先（5）

35,000,000,000円（注）取得価額（4）

平成17年10月21日取得日（3）

TK南青山ビル資産の名称（2）

不動産を信託する信託の受益権取得資産（1）

内容項目

（注）取得に要した諸費用（売買手数料、公租公課等）を除く（売買契約書等に記載された売買価格）。

4.1％PML値

100.0％・3社（駐車場を除く） （平成17年10月21日現在）稼働率・ﾃﾅﾝﾄ数

【取得時】35,040百万円 （平成17年7月31日時点）鑑定評価額

14,012.64㎡総賃貸可能面積

普通借家契約契約形態

平成15年5月建築時期

鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下2階、地上17階構造

（土地）3,039.08㎡ （建物）20,958.79㎡面積

東京都港区南青山二丁目6番21号所在地
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TKTK南青山ビル（建物概念図）南青山ビル（建物概念図）

（注) 本投資法人が直接保有する資産は不動産信託受益権であるため、所有権者は、不動産信託受託者の中央三井信託銀行株式会社です。

17F

16F

15F

14F

13F

12F

11F

10F

9F 南青山ガーデンコート（共同住宅）

8F 8F

7F 7F

6F 6F

5F 5F

4F 4F

3F 3F

2F 2F

1F 1F

B1F B1F

B2F B2F

TK南青山ビル（オフィス）

店舗

駐車場
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平成17年9月末現在（4物件） TK南青山ビル取得後（5物件）

17,677
21,142

0

5,000

10,000

15,000
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25,000

平成17年9月末現在（4物件） TK南青山ビル取得後（5物件）

ポートフォリオ加重平均築年数（単位：年）

ポートフォリオの変化（そのポートフォリオの変化（その11））

（注）TK南青山ビルの取得は、平成17年10月21日です。

1物件当たり平均投資額（単位：百万円） 1物件当たり平均賃貸可能面積（単位：㎡）

ポートフォリオPML

「新」の明確化 地震リスクの低水準維持

「大」の明確化「大」の明確化
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東京都心5区
67.0%

その他東京23区
17.1%

3大都市圏 15.9%

東京都心5区
50.6%

その他東京23区
25.6%

3大都市圏 23.8%

（注1）TK南青山ビルの取得は、平成17年10月21日です。

（注2）都心5区は、千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区を指します。

大手町 33.2%

銀座 17.4%

天王洲 25.6%

名古屋 23.8%

大手町 22.2%

銀座 11.6%

南青山 33.1%

天王洲 17.1%

名古屋 15.9%

ポートフォリオの変化（そのポートフォリオの変化（その22））

物件別投資比率（取得価額ベース）

地域別投資比率（取得価額ベース）

平成17年9月末現在
TK南青山ビル取得後

平成17年9月末現在
TK南青山ビル取得後
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運用戦略運用戦略

基本方針の堅持

「長期的資産価値の維持」「安定賃料収入の確保」の実現をめざし、不動産の「質」を重視した、マーケットにおける

優位性、中長期的競争力の高い物件への選別投資

市場環境の変化に即応した投資姿勢

不動産売買市場の過熱感を認識し、資産拡大規模・達成時期に拘泥しない投資スタンス

ポートフォリオバランスを重視した投資判断

追加取得に伴う各種指標への影響やポートフォリオとしての評価等の分析、取得時期の過度の集中回避・分散を

意識

物件運営重点事項

＜全物件＞

高稼働率維持、賃料増額改定に向けたビルサービスの検証、テナントフォロー

＜スフィアタワー天王洲＞

直接運営管理への円滑な移行、新たなリレーション構築

競争力向上に向けた商品性の検証、改善計画の検討
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セクション３セクション３ ：： 財務戦略および第財務戦略および第55期決算期決算予想予想
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財務戦略財務戦略

第2期期末総資産有利子負債比率（LTV） 56.1％ （第1期末56.9％）

LTVを高めることで分配金増額、低金利のメリットを享受

金利上昇対応策として、機動的な金利の固定化・固定金利デットの導入

第5期（平成18年3月期）に、TK南青山ビル取得資金を調達するため投資法人債総額350億円を発行

第2期末の状況

第3期に銀座ファーストビル取得時に無担保借入を導入 。第3期期末総資産有利子負債比率（LTV） 33.1％

第4期は新規のデットによる資金調達なし。第4期期末総資産有利子負債比率（LTV） 33.4％

今後の対応と第5期（平成18年3月期）の動き

第3期、第4期末の状況

第3期 投資口の追加発行（平成16年10月）・追加物件購入余力の向上

借入状況につきましては、32頁をご参照下さい。
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残高（百万円）
固定金利の割合 87.5％

固定金利の割合 71.3％

H20.9.30 H22.3.31

H22.10.21

H24.10.19

H17.10.21

有利子負債の返済期限

有利子負債金利の固定化の状況有利子負債金利の固定化の状況

有利子負債の返済期限と内訳

金利上昇に備えた

有利子負債金利の

固定化

 変動金利（借入金）  固定金利（借入金）  固定金利（投資法人債）
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借入状況（平成借入状況（平成1717年年1111月月2424日現在）日現在）

（注1）平均利率は、各借入れの加重平均を記載しており、小数点第6位を四捨五入しています。

（注2）三菱信託銀行株式会社が、平成17年10月1日付でUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社に商号変更しました。

（注3）一定の事由に該当した場合、本投資法人が保有する不動産信託受益権等に担保設定することがあります。

小 計

小 計

小 計

1,000H17.3.29株式会社伊予銀行

1,000H17.3.29株式会社常陽銀行

H17.3.29

H17.3.29

H17.3.29

H17.3.29

H17.3.29

株式会社南都銀行

日本興亜損害保険株式会社

農林中央金庫

三菱UFJ信託銀行株式会社（注2）

株式会社東京三菱銀行

無担保
（注3）
無保証

期限一括H22.3.311.34844
固定金利

3,000

長
期
借
入
金

3,000

2,000

1,000

500

11,500

427H15.9.26株式会社南都銀行

7,697

855H15.9.26日本興亜損害保険株式会社

1,283H15.9.26農林中央金庫

26,890合 計

1,283H15.9.26明治安田生命保険相互会社

2,138H15.9.26三菱UFJ信託銀行株式会社（注2）

担保付
無保証

期限一括H20.9.301.39271
固定金利

2,138H15.9.26株式会社東京三菱銀行

7,693

427H15.9.26中央三井信託銀行株式会社

427H15.9.26株式会社百十四銀行

427H15.9.26株式会社千葉銀行

427H15.9.26株式会社伊予銀行

427H15.9.26株式会社足利銀行

855H15.9.26株式会社八十二銀行

855H15.9.26株式会社常陽銀行

855H15.9.26株式会社静岡銀行

1,283H15.9.26三菱UFJ信託銀行株式会社（注2）

担保付
無保証

期限一括H20.9.300.65
変動金利

1,283H15.9.26株式会社東京三菱銀行

借入先
摘要返済方法返済期限

平均利率
(注1）（％）

当期末残高
（百万円）

借入日
区分
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投資法人債の概要投資法人債の概要

同左

同左

第第22回回第第11回回項目項目

同左株式会社東京三菱銀行財務代理人

三菱UFJ証券株式会社三菱UFJ証券株式会社、野村證券株式会社、日興シ
ティグループ証券株式会社、大和証券エスエムビー
シー株式会社、みずほ証券株式会社

引受証券会社

同左平成17年10月21日払込期日

同左平成17年10月7日申込期日

平成24年10月19日に総額を償還
買入消却は、発行日の翌日以降いつでもこれを行うこ
とができる

平成22年10月21日に総額を償還
買入消却は、発行日の翌日以降いつでもこれを行うこ
とができる

償還期限及び償還方法

物上担保及び保証なし、特に留保されている資産なし担保及び保証

同左担保提供制限条項財務上の特約

同左毎年4月21日及び10月21日利払期日

TK南青山ビル（取得価額350億円）取得資金

A3（ﾑｰﾃﾞｨｰｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ･ｻｰﾋﾞｽ･ｲﾝｸ）

一般募集

1億円の1種

年1.08％

額面100円につき金100円

額面100円につき金100円

無記名式利札付

金250億円

グローバル・ワン不動産投資法人第1回無担保投資法
人債（特定投資法人債間限定同順位特約付）

同左募集方法

同左取得格付

投資法人債券の形式

同左発行価額

同左資金使途

同左各投資法人債の金額

年1.51％利率

同左償還金額

金100億円投資法人債の総額

グローバル・ワン不動産投資法人第2回無担保投資法
人債（特定投資法人債間限定同順位特約付）

投資法人債の名称
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第第55期（平成期（平成1818年年33月期）決算予想月期）決算予想

15,170

15,169

76,400

1,158

1,159

1,350

2,688

第4期
（H17.9）

18,124

18,124

48,400

877

879

1,176

2,243

第1期
（H16.3）

18,759

18,759

48,400

907

908

1,194

2,534

第2期
（H16.9）

21,693

21,693

76,400

1,657

1,658

1,894

3,117

第3期
（H17.3）

19,000
1口当たり分配金

(円）

1,453当期純利益

第5期
（H18.3）

項目

19,000
１口当たり当期純利益

（円）（注2）

76,400
発行済投資口数

（口）

1,454経常利益

1,866営業利益

3,470営業収益

平成17年10月21日にTK南青山ビルを
取得した後、合計5物件(他に大手町
ファーストスクエア、銀座ファーストビ
ル、スフィアタワー天王洲、近鉄新名
古屋ビル）での収益を想定

想定減価償却費
約603百万円

賃貸事業費用以外の想定営業費用
約346百万円

想定営業外費用（支払利息等）
約412百万円

有利子負債残高 合計61,890百万円

（内訳）

借入金（全て長期借入金）

◆変動金利 7,693百万円
◆固定金利 19,197百万円

投資法人債（固定金利）
◆5年債 25,000百万円
◆7年債 10,000百万円

＜前提条件＞(注1）

（単位：百万円）

実績

（注1）第5期予想の前提条件の詳細につきましては、平成17年11月24日公表の第4期決算短信をご覧ください。

（注2）当期純利益を発行済投資口数で除した金額です。

予想
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セクションセクション44 ：： ご参考資料ご参考資料
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大手町ファーストスクエア大手町ファーストスクエア

千代田区大手町一丁目5番1号

（土地） 10,998.97㎡

（建物） 141,228.06㎡

（うち本投資法人専有面積割合：約9.14％）

鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根

地下5階、地上23階

（1期､Ｗ棟）平成4年2月 （2期､Ｅ棟）平成10年2月

平成15年12月25日

23,495百万円

23,500百万円 （平成15年7月1日時点）

23,800百万円 （平成17年9月30日時点）

8,171.37㎡

100.0％ （平成17年9月30日現在）

期間10年・定期建物賃貸借契約（専有部分）

（平成22年3月31日まで）

所在地：

面積：

構造：

建築時期：

取得日：

取得価額：

取得時の鑑定評価額：

期末評価額：

総賃貸可能面積：

稼働率：

契約形態：

物件概要物件概要

※ 以下、本投資法人持分について記載
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大手町ファーストスクエア大手町ファーストスクエア （建物概念図）（建物概念図）

23 F
22 F
21 F
20 F
19 F
18 F
17 F
16 F
15 F
14 F
13 F
12 F
11 F
10 F
9 F
8 F
7 F
6 F
5 F
4 F
3 F
2 F
1 F

B1 F
B2 F
B3 F
B4 F
B5 F

共有

共有

共有

ウエストタワー イーストタワー

アトリウム

共有

共有

（注2） 本投資法人が直接保有する資産は不動産信託受益権であるため、所有権者は、

不動産信託受託者の三菱信託銀行株式会社（平成17年10月1日付でUFJ信託

銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社に商号変更しております。) 

です。

（注1) 共有部分についての本投資法人持分

部分

区分 本投資法人

持分割合 1,000万分の988,726

部分

区分 本投資法人

持分割合 3,178,247分の320,431
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銀座ファーストビル銀座ファーストビル

中央区銀座一丁目10番6号

（土地） 1,404.64㎡

（建物） 12,479.45㎡

（うち本投資法人専有面積割合：約92.1％）

鉄骨・鉄筋コンクリート・鉄骨鉄筋コン

クリート造陸屋根地下3階、地上11階

平成10年8月

平成17年3月29日

12,282百万円

12,500百万円 （平成16年11月30日時点）

12,500百万円 （平成17年9月30日時点）

7,841.72㎡

100.0％ （平成17年9月30日現在）

普通借家契約

所在地：

面積：

構造：

建築時期：

取得日：

取得価額：

取得時の鑑定評価額：

期末評価額：

総賃貸可能面積：

稼働率：

契約形態：

物件概要物件概要

※ 以下、本投資法人持分について記載
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銀座ファーストビル（建物概念図）銀座ファーストビル（建物概念図）

（注2) 本投資法人が直接保有する資産は不動産信託受益権であるため、所有権者は、不動産信託受託者の中央三井信託銀行株式会社です。

（注1) 本投資法人持分

部分　（区分所有権）

11 F

10 F

9 F

8 F

7 F

6 F

5 F

4 F

3 F

2 F

1 F

B1 F

B2 F

B3 F                   　       （駐車場）

                         （事務所）

東京都中央区（住宅）

（店舗）
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スフィアタワー天王洲スフィアタワー天王洲

品川区東品川二丁目2番8号

（土地） 6,106.11㎡

（建物） 47,151.72㎡

鉄骨・鉄筋コンクリート・鉄骨鉄筋コン

クリート造陸屋根地下2階、地上27階

（事務所） 平成5年4月

（機械室） 平成3年6月（共有）

平成15年9月26日

18,082百万円

18,800百万円 （平成15年3月31日時点）

20,600百万円 （平成17年9月30日時点）

26,632.74㎡

100.0％ （平成17年9月30日現在）

期間10年・マスターリース契約

（平成18年3月31日まで）

所在地：

面積：

構造：

建築時期：

取得日：

取得価額：

取得時の鑑定評価額：

期末評価額：

総賃貸可能面積：

稼働率：

契約形態：

物件概要物件概要
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近鉄新名古屋ビル近鉄新名古屋ビル

名古屋市中村区名駅四丁目5番28号

（土地） 2,722.76㎡

（建物） 27,152.49㎡

鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根

地下1階、地上18階

平成5年3月

平成15年9月26日

16,852百万円

17,000百万円 （平成15年3月31日時点）

20,300百万円 （平成17年9月30日時点）

18,564.06㎡

100.0％ （平成17年9月30日現在）

普通借家契約（一部、定期建物賃貸

借契約）

所在地：

面積：

構造：

建築時期：

取得日：

取得価額：

取得時の鑑定評価額：

期末評価額：

総賃貸可能面積：

稼働率：

契約形態：

物件概要物件概要



42

投信業務部

運用会社グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社の組織図運用会社グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社の組織図

投資法人に係る以下の

助言

ファイナンス

金銭の分配

情報開示、IR

株主総会、取締役会の

運営

人事・総務・経理・財務

コンプライアンス

顧客（本投資法人は対象外）の

不動産に対する入替・収支計

画、管理・運営などに関する助

言業務

顧客（本投資法人は対象外）の

不動産の売買又は貸借等の代

理又は媒介、不動産の管理に

係る業務

不動産運用第1部･第2部

山内 正教

代表取締役社長
近鉄グループ

明治安田生命グループ MUFGグループ

日本GMAC

株式会社三菱総合研究所、その他国内金融機関12社

株主

明治安田生命グループ

近鉄グループ

日本GMAC

MUFGグループ（2名）

（東京三菱・三菱UFJ信託(注))

取締役（代表取締役を除き6名）

経済全般、 不動産

マーケット、不動産の運

営管理に関する調査･

研究

企画総務部調査部投信運用部

不動産運用マネジメント本部

投資法人資産に係る以

下の業務

運用方針・計画の策

定

物件の選定・取得

プロパティ・マネジャー

の指揮・監督

【非常勤5名】

■ MUFGグループ
（東京三菱）

【常勤1名】

近鉄グループ

(注) 三菱信託銀行株式会社が、平成17年10月1日付でUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行

株式会社に商号変更しました。
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本資料は、情報提供を目的としたものであり、投資活動の勧誘や特定の銘柄への推奨を目的としたものではあり
ません。グローバル・ワン不動産投資法人の投資口のご購入にあたっては、各証券会社にお問合せください。

本資料で提供している情報は、証券取引法、投資信託及び投資法人に関する法律及びこれに付随する府令、規
則、並びに東京証券取引所上場規則その他関係諸規則で要請され、またはこれらに基づく開示書類または運用
報告書ではありません。

本資料の内容には、将来予想に関する記述が含まれていますが、現時点で入手可能な情報に鑑みてなされた一
定の仮定及び判断に基づくものであり、かかる記述は未知のリスク及び不確実性が内在しており、かかるリスク、
不確実性、仮定及びその他の要因による影響を受けるおそれがあります。従って、かかる将来予想は将来におけ
る本投資法人の業績、経営結果、財務内容等を保証するものではなく、実際の結果は、かかる将来予想に関する
記述の存在により明示的または黙示的に示される将来における業績、経営結果、財務内容等と大きく異なる場合
があります。

本資料の内容に関しては、万全を期しておりますが、その内容の正確性、確実性、妥当性及び公正性を保証する
ものではありません。また、予告なしに内容が変更または廃止される場合がございますので、予めご了承ください。

事前の承諾なしに本資料に掲載されている内容の複製・転用などを禁止します。

ご照会先 グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社 投信業務部 山田信幸 TEL 03-3262-1494


